
令  和  ６  年  度

国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算





名 名

人 人

人 人

人 人

第４項　予　備　費 ５００ 千円

第３項　特　別　損　失 １ 千円

第１項　療　養　費　用 ４５１,４７２ 千円

第２項　療　養　外　費　用 １８,３２２ 千円

支　　　　            　　出

　第１款　施　設　事　業　費　用 ４７０,２９５ 千円

第３項　特　別　利　益 千円１

第１項　療　養　収　益 ４１７,８７３ 千円

第２項　療　養　外　収　益 ５２,４２１ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　            　　入

　第１款　施　設　事　業　収　益 ４７０,２９５ 千円

短 期 入 所 利 用 者 延 人 数 ７３０ １日平均利用者数 ２

通所リハビリ利用者延人数 ４，３７４ １日平均利用者数 １８

(２) 利 用 者 数 入 所 利 用 者 延 人 数 ２２，６３０ １日平均利用者数 ６２

(１) 定 員 入 所 定 員 ６６ 通所リハビリ定員 ２０

令和６年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算

　（総　　　　則）

第１条　令和６年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
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　（他会計からの補助金）

第３項　他　会　計　償　還　金 １５，９６２ 千円

第８条　病院組合を組織する市町村の一般会計からこの会計へ繰入れを受ける金額は、62,141千円である。

２　前項に定める金額についてこの会計予算の受け入れ科目別内訳額及び市町村別負担額については、別表（一）に定めるところによる。

支　　　　            　　出

　第１款　資　 本　 的　 支　 出 ６９，８８７ 千円

２０

千円

　（２）　交　　　際　　　費

管 理 者 谷 口 雄 一

４３，９２６ 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、8,715千円と定める。

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ６ 日 提 出

国 民 健 康 保 険 山 城 病 院 組 合

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職　員　給　与　費 ２９５，８２６

４４,８９０ 千円

千円

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１項　建　設　改　良　費 ９，９９９ 千円

第２項　企　業　債　償　還　金

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額24,997千円は当年度損益

収　　　　            　　入

期　　　　間 限　度　額

通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和６年度から令和８年度まで ７６８千円

通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和６年度から令和８年度まで １,７３１千円

第２項　国　庫　補　助　金

第３項　府　補　助　金 １ 千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　項

通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和６年度から令和８年度まで １,６９２千円

１ 千円

　勘定留保資金等24,997千円で補填するものとする。）。

第１項　他　会　計　負　坦　金 ４４,８８８ 千円

　第１款　資　 本　 的　 収　 入
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計 ６２，１４１ １７，２５３ ４４，８８８

２，１０２南 山 城 村 ２，８８８ ７８６

和 束 町 ４，１７４ １，１４０ ３，０３４

笠 置 町 １，５６７ ４２７ １，１４０

木 津 川 市 ５３，５１２ １４，９００ ３８，６１２

市 町 村 名 分 担 金 　　収　　益　　的　　収　　入 　　資　　本　　的　　収　　入

千円 　　繰　　入　　金　　　 千円 　　負　　担　　金　　　 千円

別表（一）

病 院 組 合 市 町 村 分 担 金

左 の 予 算 科 目 区 分

－3－



１

１

１

２

３

４

２

１

２

３

４

５

３

１

そ の 他 療 養 外 収 益 ９,１３４

特 別 利 益 １

特 別 利 益

他 会 計 繰 入 金 １７,２５３

収 入 合 計 ４７０,２９５

長 期 前 受 金 戻 入 ２６,０３２

１

補 助 金 １

施 設 事 業 収 益 ４７０,２９５

療 養 収 益 ４１７,８７３

款

療 養 外 収 益 ５２,４２１

４９,６８９

そ の 他 療 養 収 益 １７,８９３

令和６年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

施 設 療 養 収 益 ３３８,３１９

短 期 入 所 療 養 収 益 １１,９７２

（単位：千円）

項 目 予 定 額 備 考

受取利息及び配当金 １

通所リハビリ療養収益
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１

１

１

２

３

４

５

６

２

１

２

３

４

５

３

１

４

１

特 別 損 失 １

特 別 損 失 １

支 出 合 計 ４７０,２９５

予 備 費 ５００

予 備 費 ５００

長期前払消費税勘定償却 ２,５４６

雑 損 失 １

諸 支 出 金 １

消費税及び地方消費税 ２,０００

研 究 研 修 費 ４００

資 産 減 耗 費 ２

企 業 債 取 扱 諸 費 １３,７７４

支 払 利 息 及 び

経 費 ９４,６８９

減 価 償 却 費 ２６,６２７

療 養 外 費 用 １８,３２２

給 与 費 ２９５,８２６

材 料 費 ３３,９２８

備 考

施 設 事 業 費 用 ４７０,２９５

療 養 費 用 ４５１,４７２

款 項 目 予 定 額

（単位：千円）支 出
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１

１

１

２

１

３

１

４

１

１

１

１

２

３

２

１

３

１

資 本 的 収 入 ４４,８９０

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出 合 計 ６９,８８７

企 業 債 償 還 金 ４３,９２６

他 会 計 償 還 金 １５,９６２

１５,９６２

建 設 改 良 費 ９,９９９

老 健 建 設 事 業 費

他 会 計 償 還 金

有形固定資産購入費 ４,７２０

企 業 債 償 還 金 ４３,９２６

１

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 支 出 ６９,８８７

当年度損益勘定留保資金 ２４,９９７

収 入 総 合 計 ６９,８８７

支 出

収 入 合 計 ４４,８９０

他 会 計 負 担 金 ４４,８８８

他 会 計 負 担 金 ４４,８８８

固定資産売却代金 ０

固 定 資 産 売 却 代 金 ０

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

収 入

リ ー ス 資 産 購 入 費 ５,２７８

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

１

１

府 補 助 金

府 補 助 金 １

１
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１

１

１

１ 人 人

２

２

１

人 人

２

３

１

人 人

２

４

１

２

そ の 他

49,689 2,056

そ の 他

療 養 収 益 17,893 16,318 1,575

室 料 差 額

3,936

45,753

日常生活費等ﾘﾊﾋﾞﾘ療養収益

年間利用者見込

（延べ） 4,374療 養 収 益

収 益 11,242 個室使用料収入

そ の 他 通 所

療 養 収 益

通所リハビリ

１日平均 18

療 養 収 益

１日平均

47,633

療 養 収 益

年間利用者見込

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

節本 年 度 前 年 度

区 分 金 額

比 較

令和６年度 国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算説明書

収 益

年間利用者見込

施設療養収益 331,983

　

417,873

増

療 養 収 益 6,651 文書料等

そ の 他 短 期

通所ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ

204入所療養収益

短 期 入 所

2療 養 収 益 11,768

日常生活費等

施設事業収益

療 養 収 益

施 設 療 養

470,295 442,641

款　　項 減

389,120

338,319 314,965 23,354

目 予 算 額 予 算 額

28,753

27,654

（延べ） 22,630

日常生活費等6,336

１日平均

（単位：千円）

（延べ） 730

説 明

そ の 他 施 設

62

短 期 入 所

11,972 10,204 1,768
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２

１

１

２

１

３

１

４

１

２

５

１

３

１

１

特 別 利 益 1 1

特 別 利 益 1

補 助 金 1

特 別 利 益 1 1

9,134

金 額区 分

比 較 節

（単位：千円）

　 本 年 度 前 年 度

長期前受金

戻 入

補 助 金 1 1

26,032

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減

及び配当金

52,421

24,025交 付 金

469

2,007

預 金 利 息

そ の 他

25,676 356

療養外収益 9,134 9,603

負 担 金 及 び

そ の 他

補 助 金

収 入 合 計 470,295 442,641 27,654

療 養 外 収 益

受 取 利 息

説 明

1

1,099療養外収益

11

53,520

986他会計繰入金 17,253 18,239

市町村分担金 17,253

病 院 組 合
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１

１

１

１

人

人

人

人

人

人

人

２

３

４ 人

５

６

２

１

２

３

４

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節

支 出 （単位：千円）

40,991

区 分 金 額 説 明款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減

療 養 費 用 451,472 491,887 40,415

施設事業費用 470,295 511,286

給 与 費 295,826 337,128 41,302

給 料 120,133

(１) 医 師 給 1,345 0.2医師

看護師

（理学療法士3人、作業療法士1人、

(２) 看 護 師 給 24,689 7

医療技術員 6

(３) 医 療
技 術 員 給

(４) 事 務 員 給

技 能 労 務

16,669 3

(５) 技能労務員 26

　うち、ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員

(１) 医 師 手 当

看護師手当 14,431

1,713

(２)

(３) 医療技術員

手 当 8,055

事務員手当 8,563(４)

41,718

賞 与 引 当 金

(５) 技能労務員

手 当

5,451

負 担 金 13,194

薬 品 費 2,964

法 定 福 利 費 43,365

退職手当組合

管理栄養士2人）

事務員 7

16,502

員 給 　うち、ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員 2260,928

74,480手 当

繰 入 額 18,154

職員共済組合負担金 40,098 千円

報 酬 26,500 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員 14

3,267 千円

入所者用給食材料費

療 養 消 耗

備 品 費 300 診療用具、療養用具等

療 養 材 料 費

給 食 材 料 費 25,213

材 料 費 33,928 30,356 3,572

社会保険料負担金等
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３

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15 千円

千円

千円

16

17

18

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

経 費 94,689 97,029 2,340

厚 生 福 利 費 800 職員厚生会負担金、慶弔費等諸費

報 償 費 10

旅 費 交 通 費 30 普通旅費

職 員 被 服 費 330 白衣、ユニフォーム等

消 耗 品 費 3,696 文具、消耗器材、消耗品費等

消 耗 備 品 費 500 業務管理用具費等

光 熱 水 費 20,842 電気、ガス、水道使用料等

燃 料 費 1,320 車両用、諸燃料

食 料 費 20 会議用、来客用食料費等

印 刷 製 本 費 50 療養事務用印刷費等

修 繕 費 2,200 療養用具等修繕費

保 険 料 350 災害共済保険料、その他保険料

通所リハビリ送迎用車両

リース料 844 千円

賃 借 料 3,828 カーテン賃借料 964 千円

白衣等賃借料 720 千円

コピーリース料等 1,300 千円

通 信 運 搬 費 815 電話通話料、郵便料等

施設管理保守委託 4,524 千円

清掃委託 11,616 千円

洗濯委託 1,250 千円

委 託 料 59,548 寝具委託 2,244

給食委託 21,754

人材派遣・宿直委託 16,660 千円

検査委託等 1,500

諸 会 費 100 老健協会等諸会費

交 際 費 20 老健交際費

雑 費 230 ＥＢサービス利用料等
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４

１

２

３

４

５

１

２

６

１

２

３

４

２

１

１

２

３

４

５

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

減価償却費 26,627 26,972 345

建 物

減 価 償 却 費 18,348

建物附属設備

減 価 償 却 費 1,452

器 械 備 品

減 価 償 却 費 3,174

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 費 3,653

資産減耗費 2 2

た な 卸 資 産

減 耗 費 1

固 定 資 産

除 却 費 1

研究研修費 400 400

謝 金 50 講師謝金

図 書 費 50 図書購入費

旅 費 150 研修会等出張旅費

研 究 雑 費 150 研修会費等雑費

療養外費用 18,322 18,898 576

支払利息及

び 企 業 債

取 扱 諸 費 13,774 14,850 1,076

企 業 債 利 息 12,349 財務省・公営企業金融公庫借入利息

一 時 借 入 金

利 息 1

他 会 計

借 入 金 利 息 209 病院事業会計長期借入利息

企業債手数料

及 び 取 扱 費 1

リ ー ス 資 産

利 息 1,214
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２

１

３

１

４

１

５

１

３

１

１

４

１

１

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

消費税及び

地方消費税 2,000 1,500 500

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 2,000

雑 損 失 1 1

その他雑損失 1

諸 支 出 金 1 1

繰 出 金 1

長期前払消費

税 勘 定 償 却 2,546 2,546

長期前払消費

税 額 償 却 2,546

特 別 損 失 1 1

特 別 損 失 1 1

特 別 損 失 1

予 備 費 500 500

予 備 費 500 500

予 備 費 500

支 出 合 計 470,295 511,286 40,991
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１

１

１

１

2

１

１

3

１

１

1

1

1府 補 助 金

1

1

1

11

府 補 助 金

1,459

国庫補助金

国 庫 補 助 金 1

1

（単位：千円）

区 分 金 額 説 明

節

資本的収入

予 算 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

946

増 減

比 較

43,944

　 本 年 度 前 年 度

款　　項 目 予 算 額

44,888 病院組合市町村負担金

他会計負担金 44,888 43,942 946

他会計負担金

43,942

収 入 合 計 44,890 43,944 946

44,890

946

府 補 助 金

国庫補助金

他会計負担金 44,888

当 年 度 損 益

勘定留保資金 24,997 27,402 2,405

収 入 総 合 計 69,887 71,346
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１

１

１

１

２

１

３

１

２

１

１

３

１

１

款　　項 予 算 額目 説 明

　 本 年 度 前 年 度

（単位：千円）

比 較 節

区 分 金 額

支 出

減

資本的支出 69,887 71,346

増

1,459

予 算 額

建設改良費 9,999 12,419 2,420

老 健 建 設

工 事 請 負 費

4,720

1

2,323

1事 業 費 1

企業債償還金

有 形 固 定

器械及び備品

購 入 費 4,720

資産購入費

企業債償還金 43,926 42,981 945

7,043

1,459

16

16

15,962 15,946

15,946

他会計償還金

送迎車両2台分、空調設備

43,926 42,981 945

償 還 金

支　　出　　合　　計 69,887 71,346

97

15,962

他会計償還金 15,962

病院事業会計長期借入分

43,926

他 会 計 元 金

財務省・公営企業金融公庫借入分

償 還 金

企 業 債 元 金

ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ統合管理ｼｽﾃﾑ(ＵＴＭ)更
新

リース資産

購 入 費

リ ー ス 資 産

購 入 費 5,278

5,278 5,375
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１　業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益

減価償却費

長期前払消費税償却額

長期前受金戻入額

賞与引当金の増加額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の減少額

たな卸資産の減少額

未払金の減少額

その他流動負債の減少額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュフロー

1,253

令和６年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定キャッシュフロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

0

26,627

2,546

（単位：千円）

△ 26,032

△ 1

13,774

990

89

△ 13,774

4,937

△ 324

△ 212

18,710

1
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２　投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュフロー

３　財務活動によるキャッシュフロー

建設改良企業債の償還による支出

他会計借入金の返済による支出

ファイナンスリース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュフロー

　資金減少額　

　資金期首残高

　資金期末残高

44,888

40,168

△ 43,926

△ 15,962

△ 4,720

0

△ 5,278

△ 65,166

20,061

139,522

119,461
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△ 41,302△ 1.7 △ 7,157 △ 15,323 △ 15,017 △ 37,497 △ 5,058 1,253

16,901 337,128

比　較

61.9 33,657 135,456 89,497 258,610 61,617

56,559 18,154 295,826

前年度

60.2 26,500 120,133 74,480 221,113

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

計 法定福利費等 繰　入　額 合 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

区 分 特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当

給 与 費 明 細 書

１　総　　　　　括

職 員 数 給 与 費
賞与引当金
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手    当 △15,017
体制見直しによる減
及びその他の減

△15,017
・職員3名減
・令和5年度実績を精査の上、令和6年度予算を算出

給    料 △15,323
体制見直しによる減
及びその他の減

△15,323
・職員3名減
・令和5年度実績を精査の上、令和6年度予算を算出

△ 304

手

当

の

内

訳

区　　　分

管 理 職

1,098

6,442

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説　　　　　明 備　　考

△ 4,605 62 214 △ 297 △ 2,757△ 928 △ 23 △ 1,152 1,337 △ 5,409 △ 1,092

1,020 6,985 26,5111,872 11,238 8,407

32,9531,040

比　　　較
18 △ 6,523

16,123 178 4,741 826

723

246

1,568 4,715 3,802 3,649

(千円) (千円) (千円)

本　年　度
590 193 7,366 10,714 4,228

(千円)

2,435 264

(千円) (千円) (千円) (千円)

240

(千円) (千円) (千円) (千円)

手 当手 当 手 当 手 当 務 手 当 手 当 手 当

通 勤 住 宅 児 童 そ の 他 期 末 勤

手 当 手 当 勉 手 当手 当 務 手 当 手 当 手 当 護 手 当

夜 間 看 職 務 扶 養 超 勤 休 日 勤 宿 日 直特 殊 勤 地 域 夜 勤

前　年　度
1,518 216 8,518

(千円) (千円) (千円)
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円 円 円 円 円 円 円 円

225,800 196,200 ―大 学 卒 208,800 230,800 196,200 173,700 202,800

218,800 166,600 ―

（大学卒） （介護福祉士） （大学卒）

行政職 (一 ) 福 祉 職

（高看学卒） （高看学卒）

高 校 卒 ― 225,800 170,900 ― ―

(歳)

区 分 医 療 職 ( 二 ) 医療職 (三 )

 （２）　初　 任　 給

医 療 職 ( 二 ) 医 療 職 ( 三 ) 行 政 職 ( 一 ) 福 祉 職 一 般 会 計 の 制 度

43.0 57.7 ―

223,075

325,506 216,720 344,790

46.0 47.0 40.8

令 和 5 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 351,833 385,312 ―

平 均 年 齢

42.0

平 均 給 料 月 額 (円) 290,100 273,842 ― 283,066 270,900

― 393,143

平 均 年 齢 (歳) 44.2 56.9 ― 41.6 ―

279,900 ― 235,775

令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 314,591 433,095 ― 365,237

平 均 給 料 月 額 (円) 261,434 290,500 ―

事 務 員 そ の 他 そ の 他

区　　　分 医 療 職（二） 医 療 職（三） 医 療 職（三） 行 政 職（一） 行 政 職（一） 福 祉 職

３　給料及び手当の状況

 （１）　職員一人当たりの給与

医 療 技 術 員 看 護 師 准 看 護 師
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4 100.07 100.0 計 4 100.0 計計 　　― 　　― 計 5 100.0 計

　　― 　　―

7 級 　　― 　　―

　　― 　　― 6 級 　　― 　　― 6 級

　　― 　　―

6 級 　　― 　　― 6 級

　　― 　　― 5 級 　　― 　　― 5 級

　　― 　　―

5 級 　　― 　　― 5 級 　　― 　　― 5 級

1 12.5 4 級 1 25.0 4 級

1 20.0

4 級 　　― 　　― 4 級 1 20.0 4 級

3 50.0 3 級 1 25.0 3 級

3 80.0

3 級 　　― 　　― 3 級 2 40.0 3 級

　　― 　　― 2 級 2 50.0 2 級

　　― 　　―

2 級 　　― 　　― 2 級 2 40.0 2 級

3 37.5 1 級 　　― 　　― 1 級

100.0

令和5年 1月1日現在

1 級 　　― 　　― 1 級 　　― 　　― 1 級

100.0 計 5 100.0 計 4計 　　― 　　― 計 6 100.0 計 7

　　―

7 級 　　― 　　―

　　― 6 級 　　― 　　― 6 級 　　―

　　―

6 級 　　― 　　― 6 級 　　―

　　― 5 級 　　― 　　― 5 級 　　―

　　―

5 級 　　― 　　― 5 級 　　― 　　― 5 級 　　―

28.6 4 級 2 40.0 4 級 　　―

25.0

4 級 　　― 　　― 4 級 1 16.7 4 級 2

42.8 3 級 1 20.0 3 級 1

75.0

3 級 　　― 　　― 3 級 2 33.3 3 級 3

　　― 2 級 1 20.0 2 級 3

　　―

2 級 　　― 　　― 2 級 3 50.0 2 級 　　―

28.6 1 級 1 20.0 1 級 　　―

令和6年 1月1日現在

1 級 　　― 　　― 1 級 　　― 　　― 1 級 2

（人） （％） （人） （％）（人） （％） （人） （％） （人） （％）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

福　　祉　　職　

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

 （３）　級 別 職 員 数

区　　分

医 療 職 ( 一 ) 医 療 職 ( 二 ) 医 療 職 ( 三 ) 行 政 職 （ 一 ）

－20－



る指導的業務を行う介護職員の職務

困難な業務を処理する主任の職務

係長の職務

相当困難な業務を処理する副部長の

職務

部長の職務

部の課又は室の長の職務

７　級 薬剤部長の職務

薬剤部課長、診療技術部副部長の職

６　級 事務部局の長の職務 務　特に困難な業務を行う診療技術 看護部長の職務

５　級
薬剤部副課長、診療技術部の課又は 職務

室の長の職務 看護師長の職務

看護部副部長の職務

職務 訓練士、主任理学療法士、主任作業

療法士又は主任言語聴覚士の職務

事務局次長、事務部副部長、事務局
個人情報管理担当参事、担当リーダ
ー、課長又は室長の職務

困難な業務を処理する副看護師長の

主任診療放射線技師、主任臨床検査 職務
副部長の職務

担当副リーダー、副課長及び主査の 技師、主任臨床工学技士、主任視能 副看護師長の職務

は主任言語聴覚士の職務

４　級

主任薬剤師、主任臨床心理士の職務

相当困難な業務を分掌する係の長の 困難な業務を行う主任管理栄養士、 困難な業務を処理する看護師主任の

職務

療放射線技師、主任臨床検査技師、 助産師の職務 困難な業務を処理する主任の職務
係長の職務主任臨床工学技士、主任視能訓練士、 看護師主任の職務

主任理学療法士、主任作業療法士又

する業務を行う係員の職務 学技士、視能訓練士、理学療法士、 助産師の職務

作業療法士又は言語聴覚士の職務

３　級

困難な業務を行う薬剤師、臨床心理

士の職務　主任管理栄養士、主任診 看護師の職務

２  級

薬剤師、臨床心理士の職務

主任の職務 困難な業務を行う管理栄養士、診療 准看護師の職務 主任の職務

特に高度の知識又は経験を必要と 放射線技師、臨床検査技師、臨床工 看護師の職務 特に高度の知識又は経験を必要とす

定型的な業務を行う介護職員の職務
視能訓練士の職務

理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士の職務

管理栄養士の職務

診療放射線技師の職務

１  級 定型的な業務を行う係員の職務
臨床検査技師、臨床工学技士又は

准看護師の職務

 　　　　（級別の標準的な職務内容）

区分 行 政 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 二 ） 医 療 職 （ 三 ） 福 祉 職
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― ― ―

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　危険手当

平 均 支 給 月 額 （円） 4,500 ― 4,500 ―

―

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り

（令和6年1月1日現在） （％） 18.2 ― 66.7 ― ― ―

― ― ―

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.32 ― 1.38 ―

―

 （５）　特殊勤務手当

区 分 全 職 種 医 師 医療技術員 看 護 師 准 看 護 師 事 務 員 その他

特別昇給に係る職員数  （人） ― ― ― ―

― ―

比　　　　　率 （Ｂ）／ （Ａ）（％） ― ― ― ― ―

―

６月（人） ― ― ― ― ―昇給期間の短縮月数別内訳

３月（人） ― ― ― ―

月（人） ― ― ―

（Ｂ）（人） ― ― ― ― ―

―

前

年

度

職　　　　員　　　　数 （Ａ）（人） ― ― ― ― ―

昇給期間短縮に係る職員数

特別昇給に係る職員数  （人） ― ― ― ―

― ―

比　　　　　率 （Ｂ）／ （Ａ）（％） ― ― ― ― ―

―

６月（人） ― ― ― ― ―昇給期間の短縮月数別内訳

３月（人） ― ― ― ―

月（人） ― ― ―

―

昇給期間短縮に係る職員数 （Ｂ）（人） ― ― ― ― ―

行 政 職 （一） 福 　 祉　　職

本

年

度

職　　　　員　　　　数 （Ａ）（人） ― ― ― ―

区 分 合 計 医 療 職 （二） 医 療 職 （三）

 （４）　昇給
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住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

― ―

 （８）　その他手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

　　（支 給 率 等） ― ― ― ― ―

― ―

一 般 会 計 の 制 度

支 給 率 等 ― ― ― ― ―

そ の 他 の 退 職 時
備　　　考

区分 （月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 特 別 昇 給

 （７）　定年退職及び勧奨退職に係る手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

前 年 度 2.200 2.300 4.500 有

一 般 会 計 の 制 度 2.250 2.250 4.500 有

の等級による加算

本 年 度 2.250 2.250 4.500 有

 （６）　期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 制度上の段階,職務
備　　　　　考

区 分 ６月（月分） １２月（月分） 支給率計（月分）
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注：限度額に示す（　）内の数値は支出予定額

98,240

(78,270) (58,452) (58,452)
合 計

118,058
19,818

98,240

91,872

(70,700) 令和5年度 令和15年度 (52,572) (52,572)
空 調 設 備 リ ー ス

110,000 令和2年度～
18,128

令和6年度～ 91,872

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和8年度
― ―

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,692 令和6年度～ 1,692 1,692

1,731

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和8年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,731
― ―

令和6年度～ 1,731

768

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和8年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 768
― ―

令和6年度～ 768

654

送 迎 用 車 両 リ ー ス (1,244) 令和5年度 令和6年度 (518) (518)

(535)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,380 令和4年度～
726

令和6年度～ 654

655

送 迎 用 車 両 リ ー ス (1,284) 令和5年度 令和6年度 (535)

(222)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,404 令和4年度～
749

令和6年度～ 655

232

送 迎 用 車 両 リ ー ス (266) 令和5年度 令和6年度 (222)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 276 令和5年度～
44

令和6年度～

(414)

232

637

(414)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 807 令和5年度～
170

令和6年度～ 637

送 迎 用 車 両 リ ー ス (584) 令和5年度 令和7年度

一 般 財 源
期 間 金 額 期 間 金 額 国府支出金 地 方 債 そ の 他

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

区 分 限 度 額 義務発生(見込)額 支払義務発生予定額 特 定 財 源
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　 （単位：円）

１　固　定　資　産

　（１）有形固定資産

イ

建物減価償却累計額

ロ

建物附属設備減価償却累計額

ハ

器械備品減価償却累計額

ニ

リース資産減価償却累計額

　　有 形 固 定 資 産 合 計

　（２）投資その他資産

イ 長期前払消費税

　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

　（１）現金・預金

　（２）未収金

　（３）貯蔵品

　　流 動 資 産 合 計

　　資 産 合 計

令和６年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資 産 の 部

建物 784,093,091

330,258,796 453,834,295

建物附属設備 12,088,743

4,048,826 8,039,917

器械備品 66,614,250

50,337,873 16,276,377

リース資産 38,002,687

10,397,442 27,605,245

505,755,834

6,934,788

6,934,788

512,690,622

119,460,691

64,600,102

1,656,473

185,717,266

698,407,888
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３　固　定　負　債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　　固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

　（１）企業債　

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　（４）未払金　

　（５）引当金　

イ 賞与引当金

　　引 当 金 合 計

　（６）その他流動負債　

　　流 動 負 債 合 計

700,382,134

44,892,247

44,892,247

962,907

負 債 の 部

486,017,514

486,017,514

10,655,732

166,149,637

15,014,130

15,977,037

4,342,154

12,643,609

18,154,000

176,805,369

37,559,251

18,154,000

1,119,584

97,128,631
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５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 合 計

　（２）長期前受金収益化累計額　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 合 計

　　繰 延 収 益 合 計

　　負 債 合 計

６　資　　本　　金

　（１）資本金

イ

　　資 本 金 合 計

７　剰　　余　　金

　（１）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金

　　利 益 剰 余 金 合 計

　　剰 余 金 合 計

　　資 本 合 計

　　負 債 資 本 合 計

73,069,000

447,496,000

520,565,000

29,391,128

264,276,441

293,667,569

226,897,431

1,024,408,196

資 本 の 部

△ 454,243,308

△ 326,000,308

698,407,888

出資金 128,243,000 128,243,000

128,243,000

454,243,308

△ 454,243,308
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１　療　養　収　益

　（１）　施設療養収益　

　（２）　短期入所療養収益　

　（３）　通所リハビリ療養収益

　（４）　その他療養収益

２　療　養　費　用

　（１）　給与費

　（２）　材料費

　（３）　経費

　（４）　減価償却費

　（５）　資産減耗費

　（６）　研究研修費

　　　　営　業　損　益　

３　療　養　外　収　益

　（１）　受取利息及び配当金

　（２）　他会計繰入金

　（３）　補助金

　（４）　長期前受金戻入

　（５）　その他療養外収益

令和５年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

326,508

11,034

（単位：千円）

43,814

15,943 397,299

284,149

30,338

80,561

26,972

0

60 422,080

△ 24,781

0

18,239

25,676

10,519

0

54,434
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４　療　養　外　費　用

　（１）　支払利息及び企業債取扱諸費

　（２）　消費税及び地方消費税

　（３）　雑損失

　（４）　諸支出金

　（５）　長期前払消費税勘定償却

　　経　常　利　益

５　特　別　利　益

６　特　別　損　失

　　当年度純利益

　　前年度繰越欠損金

　　当年度未処理欠損金

0

2,786

2,546 26,867 27,567

2,786

0 0

0 0

14,850

1,500

7,971

0

457,029

454,243
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　 （単位：円）

１　固　定　資　産

　（１）有形固定資産

イ

建物減価償却累計額

ロ

建物附属設備減価償却累計額

ハ

器械備品減価償却累計額

ニ

リース資産減価償却累計額

　　有 形 固 定 資 産 合 計

　（２）投資その他資産

イ 長期前払消費税

　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

　（１）現金・預金

　（２）未収金

　（３）貯蔵品

　（４）前払費用

　　流 動 資 産 合 計

　　資 産 合 計

令和５年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資 産 の 部

建物 784,093,091

311,911,018 472,182,073

建物附属設備 12,088,743

2,597,804 9,490,939

器械備品 61,874,250

47,164,674 14,709,576

リース資産 48,881,887

17,624,258 31,257,629

527,640,217

9,480,009

9,480,009

537,120,226

139,522,141

65,589,857

21,737

206,879,488

743,999,714

1,745,753
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３　固　定　負　債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　　固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

　（１）企業債　

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　（４）未払金　

　（５）引当金　

イ 賞与引当金

　　引 当 金 合 計

　（６）その他流動負債　

　　流 動 負 債 合 計

負 債 の 部

530,909,761

530,909,761

11,618,639

181,163,767

192,782,406

41,901,405

765,593,572

43,926,000

43,926,000

961,945

14,999,131

15,961,076

5,277,672

12,967,807

16,901,000

16,901,000

1,331,740

96,365,295
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５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 合 計

　（２）長期前受金収益化累計額　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 合 計

　　繰 延 収 益 合 計

　　負 債 合 計

６　資　　本　　金

　（１）資本金

イ

　　資 本 金 合 計

７　剰　　余　　金

　（１）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金

　　利 益 剰 余 金 合 計

　　剰 余 金 合 計

　　資 本 合 計

　　負 債 資 本 合 計

73,069,000

402,608,000

475,677,000

27,384,535

240,251,310

267,635,845

208,041,155

1,070,000,022

資 本 の 部

出資金 128,243,000 128,243,000

128,243,000

454,243,308

△ 454,243,308

△ 454,243,308

△ 326,000,308

743,999,714
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１　重要な会計方針

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　① 貯蔵品

　　　　　先入先出法による低価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数　　　建物　　　　　　　 7～50年

　　　　　　　　　　　　　　建物附属設備　　　 3～18年

　　　　　　　　　　　　　　器械備品　　　 　　2～20年

　　　② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　該当事項なし

　　　③リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準

　　　① 退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額より、京都府市町村職員退職手当組合における積立金相当額が上回る見込みのため、

　　　　　引当金を計上していない。

　　　② 賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、各年度の翌年度における支給見込額に基づき、

　　　　　各年度に負担する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

令和６年度財務諸表に関する注記
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　（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　　① 消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

　　　② リース取引の処理方法

　　　　　リース料総額が3百万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　リース料総額が3百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　予定キャッシュフロー計算書に関する注記

　（１）予定キャッシュフロー計算書の作成方法　

　　　間接法

　（２）予定キャッシュフロー計算書における資金の範囲

　　　予定キャッシュフロー計算書における資金は、現金及び預金である。

　（３）重要な非資金取引

　　　該当事項なし

３　予定貸借対照表関係

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、530,910千円である。

　（２）重要な係争事件に係る損害賠償債務

　　　該当事項なし

４　減損損失関係

　　　該当事項なし

５　その他

　（１）賞与引当金の取り崩し

　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出のため、賞与引当金16,901千円を使用する。

－34－



１　重要な会計方針

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　① 貯蔵品

　　　　　先入先出法による低価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数　　　建物　　　　　　　 7～50年

　　　　　　　　　　　　　　建物附属設備　　　 3～18年

　　　　　　　　　　　　　　器械備品　　　 　　2～20年

　　　② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　該当事項なし

　　　③リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準

　　　① 退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額より、京都府市町村職員退職手当組合における積立金相当額が上回る見込みのため、

　　　　　引当金を計上していない。

　　　② 賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、各年度の翌年度における支給見込額に基づき、

　　　　　各年度に負担する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

令和５年度財務諸表に関する注記
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　（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　　① 消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

　　　② リース取引の処理方法

　　　　　リース料総額が3百万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　リース料総額が3百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　予定キャッシュフロー計算書に関する注記

　（１）予定キャッシュフロー計算書の作成方法　

　　　間接法

　（２）予定キャッシュフロー計算書における資金の範囲

　　　予定キャッシュフロー計算書における資金は、現金及び預金である。

　（３）重要な非資金取引

　　　該当事項なし

３　予定貸借対照表関係

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、574,836千円である。

　（２）重要な係争事件に係る損害賠償債務

　　　該当事項なし

４　減損損失関係

　　　該当事項なし

５　その他

　（１）賞与引当金の取り崩し

　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出のため、賞与引当金19,235千円を使用する。
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